
 

 

 

 

 

 

 

労働安全衛生法違反の疑いで書類送検 

（労働者の墜落防止措置を講じなかった疑い） 

 

令和６年９月 19 日、堺労働基準監督署（署長 井手
い で

 奈津
な つ

美
み

 ）は、下記のとおり機械

式駐車装置の点検及び部品交換業を営む個人事業主を労働安全衛生法違反の疑いで、大

阪地方検察庁に書類送検しました。 

 

記 

 

１ 被疑者 

  個人事業主Ａ（男・53 歳）（以下「被疑者Ａ」という。） 

  所 在 地 大阪府河内長野市松ケ丘中町 

  事業内容 機械式駐車装置の点検及び部品交換業 

 

２ 違反条文等 

   労働安全衛生法違反 

   同法第 21 条第２項 

    労働安全衛生規則第 519 条第２項 

   同法第 27 条第１項 

   同法第 119 条第１号（罰則） 

  労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

第 45 条第３項 

 

３ 事件の概要 

 被疑者Ａは、大阪府堺市南区内の機械式駐車装置の部品交換工事現場において、

被疑者Ａに派遣された労働者（以下「派遣労働者」という。）に高さ５.61 メート

ルの機械式駐車装置の４層目のパレット（以下「作業床」という。）上で部品交換

作業を行わせるにあたり、当該作業床の端から派遣労働者が墜落するおそれがある

にもかかわらず、当該作業床の端に防網を張ることや、派遣労働者に要求性能墜落

制止用器具（安全帯）を使用させなかったものである。 

 

４ 参考事項 

（１）令和６年１月 16 日、上記現場において、派遣労働者が高さ５．61 メートルの

作業床上から墜落し、死亡する労働災害が発生している。 

（２）関係法条文は別紙のとおり。 
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別 紙 

関係法条文 

労働安全衛生法 

 (事業者の講ずべき措置等)  

第二十一条   

2  事業者は、労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのある場所等に

係る危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

(労働者の遵守事項)  

第二十七条  第二十条から第二十五条まで及び第二十五条の二第一項の規定により事業者が

講ずべき措置及び前条の規定により労働者が守らなければならない事項は、厚生労働省令で定

める。 

 

(罰則)   

第百十九条  次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金

に処する。 

一  第十四条、第二十条から第二十五条まで、第二十五条の二第一項、第三十条の三

第一項若しくは第四項、第三十一条第一項、第三十一条の二、第三十三条第一項若しく

は第二項、第三十四条、第三十五条、第三十八条第一項、第四十条第一項、第四十二

条、第四十三条、第四十四条第六項、第四十四条の二第七項、第五十六条第三項若しく

は第四項、第五十七条の四第五項、第五十七条の五第五項、第五十九条第三項、第六

十一条第一項、第六十五条第一項、第六十五条の四、第六十八条、第八十九条第五項

(第八十九条の二第二項において準用する場合を含む。)、第九十七条第二項、第百四条

又は第百八条の二第四項の規定に違反した者 

労働安全衛生規則 

(作業床の設置等)   

第五百十九条   事業者は、高さが二メートル以上の作業床の端、開口部等で墜落により労働

者に危険を及ぼすおそれのある箇所には、囲い、手すり、覆い等（以下この条において「囲い等」

という。）を設けなければならない。 

2  事業者は、前項の規定により、囲い等を設けることが著しく困難なとき又は作業の必要上臨時

に囲い等を取りはずすときは、防網を張り、労働者に要求性能墜落制止用器具を使用させる等墜

落による労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。 

 

 

http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@27_xref1.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@25.2.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@26.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@3@1@1@14.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@12@1@1@119_xref1.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@25.2.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@30.3.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@30.3.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@30.3.htm#4
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@31.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@31.2.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@33.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@33.htm#2
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@34.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@4@1@1@35.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@1@1@38.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@1@1@40.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@1@1@42.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@1@1@42.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@1@1@43.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@1@1@44.htm#6
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@1@1@44.2.htm#7
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@2@1@56.htm#3
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@2@1@56.htm#4
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@2@1@57.4.htm#5
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@5@2@1@57.5.htm#5
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@6@1@1@59.htm#3
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@6@1@1@61.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@6@1@1@61.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@7@1@1@65.htm#1
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@7@1@1@65.4.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@7@1@1@68.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@10@1@1@89.htm#5
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@10@1@1@89.htm#5
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@10@1@1@89.2.htm#2
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@10@1@1@97.htm#2
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@11@1@1@104.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@11@1@1@104.htm
http://ls260000501.krdn.mhlw.go.jp/hourei/aneihou/data/S@S47HOR0057/S@S47HOR0057@1@11@1@1@108.2.htm#4


 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

 

(労働安全衛生法の適用に関する特例等)   

第四十五条 

３ 労働者がその事業における派遣就業のために派遣されている派遣先の事業に関しては、当該

派遣先の事業を行う者を当該派遣中の労働者を使用する事業者と、当該派遣中の労働者を当該

派遣先の事業を行う者に使用される労働者とみなして、労働安全衛生法第十一条、第十四条から

第十五条の三まで、第十七条、第二十条から第二十七条まで、第二十八条の二から第三十条の

三まで、第三十一条の三、第三十六条(同法第三十条第一項及び第四項、第三十条の二第一項

及び第四項並びに第三十条の三第一項及び第四項の規定に係る部分に限る。)、第四十五条(第

二項を除く。)、第五十七条の三から第五十八条まで、第五十九条第三項、第六十条、第六十一

条第一項、第六十五条から第六十五条の四まで、第六十六条第二項前段及び後段(派遣先の事

業を行う者が同項後段の政令で定める業務に従事させたことのある労働者(派遣中の労働者を含

む。)に係る部分に限る。以下この条において同じ。)、第三項、第四項(同法第六十六条第二項前

段及び後段並びに第三項の規定に係る部分に限る。以下この条において同じ。)並びに第五項(同

法第六十六条第二項前段及び後段、第三項並びに第四項の規定に係る部分に限る。以下この条

において同じ。)、第六十六条の三(同法第六十六条第二項前段及び後段、第三項、第四項並びに

第五項の規定に係る部分に限る。以下この条において同じ。)、第六十六条の四、第六十六条の

八の三、第六十八条、第六十八条の二、第七十一条の二、第九章第一節並びに第八十八条から

第八十九条の二までの規定並びに当該規定に基づく命令の規定(これらの規定に係る罰則を含

む。)を適用する。この場合において、同法第二十九条第一項中「この法律又はこれに基づく命令

の規定」とあるのは「この法律若しくはこれに基づく命令の規定(労働者派遣事業の適正な運営の

確保及び派遣労働者の保護等に関する法律(以下「労働者派遣法」という。)第四十五条の規定に

より適用される場合を含む。)又は同条第十項の規定若しくは同項の規定に基づく命令の規定」

と、同条第二項中「この法律又はこれに基づく命令の規定」とあるのは「この法律若しくはこれに基

づく命令の規定(労働者派遣法第四十五条の規定により適用される場合を含む。)又は同条第十

項の規定若しくは同項の規定に基づく命令の規定」と、同法第三十条第一項第五号及び第八十

八条第六項中「この法律又はこれに基づく命令の規定」とあるのは「この法律又はこれに基づく命

令の規定(労働者派遣法第四十五条の規定により適用される場合を含む。)」と、同法第六十六条

の四中「第六十六条第一項から第四項まで若しくは第五項ただし書又は第六十六条の二」とある

のは「第六十六条第二項前段若しくは後段(派遣先の事業を行う者が同項後段の政令で定める業

務に従事させたことのある労働者(労働者派遣法第四十四条第一項に規定する派遣中の労働者

を含む。)に係る部分に限る。以下この条において同じ。)、第三項、第四項(第六十六条第二項前

段及び後段並びに第三項の規定に係る部分に限る。以下この条において同じ。)又は第五項ただ

し書(第六十六条第二項前段及び後段、第三項並びに第四項の規定に係る部分に限る。)」と、同

法第六十六条の八の三中「第六十六条の八第一項」とあるのは「派遣元の事業(労働者派遣法第

四十四条第三項に規定する派遣元の事業をいう。)の事業者が、第六十六条の八第一項」とす

る。 

 

 


